
２　新行財政改革プランの予算への反映

◎効率的・効果的な行政を実現するための施策・制度の再構築
(1)　市民生活を支えるさまざまな施策・制度の見直し

①　社会経済状況の変化に対応した施策・制度の再構築
(単位　千円)
22予算額

127,775

56,246

343,289

1,225,332

15,600
平成20年９月をもって廃止した制度の廃止時点における
一定の対象者に対して、平成22年度までの経過措置として
通院支援金の支給を継続する。

社会経済状況の変化により、入所定員の増加や保育時間
の延長等の保育需要が増大・多様化する中で、効率的で効
果的な保育所運営ができるよう、建替による新設により、
民営化を推進する。

基本健康診査事業の廃止
及び医療保険者による特
定健診事業の実施

平成20年度の医療制度改革に伴い、医療保険者を実施主
体とした特定健診等の健康診査事業を実施する。

長寿荘の管理運営手法の
見直し

中原区の老人福祉センターとして、平成21年度から指定管
理者制度を活用して民営化を図るとともに、高齢者の健康
増進や生涯学習等のサービスを総合的に提供する。

老人医療費助成事業の
見直し

事業廃止に伴う経過措置及び当該経過措置により自己負担
割合が増加する高齢者を対象とした支援措置として、平成22年
度までの時限措置として継続して実施する。

結核・精神医療付加金
支給制度の見直し
（国民健康保険事業会計）

　本市は、平成14年７月の「財政危機宣言」以降、行財政改革を市政の最重要課題として位置づ
け、同年９月に「川崎市行財政改革プラン」（以下、「第１次プラン」といいます。）、平成17
年３月に「第２次行財政改革プラン」（以下、「第２次プラン」といいます。）、平成20年３月
に「新行財政改革プラン」（以下、「新改革プラン」といいます。）を策定して川崎再生の取組
を一貫して推進し、平成21年度予算においては「減債基金からの新規借入れを行なうことなく収
支均衡を図る」という、第１次プランからの財政的な目標を達成しました。
　しかしながら、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な経済危機の影響等によ
り、平成22年度の市税収入が前年度と比較して過去最大の下落が見込まれるなど、現下の社会経
済状況は、行財政改革の推進により一定の財政規律を確保してきた本市にとっても極めて厳しい
ものとなっています。
　このような状況においても、効率的かつ健全な行財政基盤を確立するとともに、限られた財源
や資源の中で第２期実行計画の更なる推進と社会環境変化への的確な対応を図ることにより、こ
れまでの川崎再生の取組を「新たな飛躍」へつなげるため、今後も、新改革プランに沿って「効
率的・効果的な行政を実現するための施策・制度の再構築」と「多様な政策課題に対応する行政
体制の確立」などを中心とした行財政改革に継続して取り組んでいくこととしています。

　今後も変化や拡大が想定される市民ニーズに的確に対応し、必要なサービスを着実に提供す
るため、市民が多様なサービスの中から自らのニーズに最適なものを安心して確実に選択でき
る制度づくりや、民間部門を積極的に活用したサービス提供体制の構築などに取り組みます。

予算の内容事業名・項目

保育所の民営化による
保育需要への対応
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(単位　千円)
22予算額

357,274

1,406,944

24,735

80,460

53,094

②　補助・助成金の見直し
(単位　千円)

予算への反映の考え方 効果額

平成22年度予算は「補助・助成金
見直し方針」に添った見直しの着実
な推進を図るとともに、第２期実行
計画の施策を反映し、市民や様々な
団体の支援を通じて、地域の公益目
的及び行政目的達成のため効果的な
活用を図る。

408,787

③　受益と負担の適正化
(単位　千円)
効果額

5,730

学校統合事業

多様化するニーズに対応した教育内容の充実及び中等教
育の多様化を図るため、二部制定時制（昼間部・夜間部）
及び中高一貫教育を導入した学校の整備に向けた設計を行
う。

事業名・項目 予算の内容

・急激に変化する社
会経済状況の中で、
その目的が本市政策
目標の実現に資する
ものであること。

・補助・助成の目的
が市民理解の得られ
るものであること。

・地域の公益目的を
達成するために重点
的な活用を図るこ
と。

循環型社会の構築に向け、平成23年１月から「ミックス
ペーパー」の分別収集を全市に拡大するとともに「その他
プラスチック製容器包装」の分別収集モデル事業を実施す
る。

聾学校内に養護学校の分教室を設置し、養護学校の生徒
の増加に対応するとともに聾学校の機能向上を図る。

分別収集の拡充
（ミックスペーパー・その他プラス
チック分別収集）

中高一貫教育校新設事業

四方嶺地区小学校の新設

項目

子母口小学校の過大規模を解消し、教育環境の改善を図
るため、市営四方嶺住宅跡地周辺地域での新設校設置を目
指し、基本構想を策定する。

適正規模・適正配置の推進による教育環境の整備のた
め、王禅寺中央小学校の施設整備及び平成22年度の桜本小
学校と東桜本小学校との統合に伴い開校するさくら小学校
の施設整備を行う。

補助・助成金

聾学校整備及び養護学校
分教室整備事業

見直しの内容

プランの考え方

項目

新百合２１ホール
利用料の見直し

利用者から要望の高いギャラリーや合唱等の練習室を整
備し、受益と負担の公平性の観点から、平成20年10月に利
用料金体系を見直した。
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(単位　千円)
効果額

45,127

45,543

(2)　都市基盤・施設整備事業の効率的な執行と効果の発現

①　既存計画の見直し
(単位　千円)
22予算額

7,046

7,786

1,500

19,055

2,530
都市計画道路網の見直し方針を踏まえて、都市計画道路
見直し候補路線（区間）の検討・調整を進め、都市計画変
更手続に着手する。

人口や経済動向、国における全国的な道路整備の方針等
を踏まえながら、市内幹線道路における交通特性について
調査・分析を行い、社会経済環境の変化に的確に対応した
道路整備の計画策定に向け、基本的な考え方を整理する。

港湾緑地施設等の使用料
の設定

港湾緑地において、東扇島東公園多目的広場への照明施
設の設置に伴い、維持管理に係る費用負担の公平性の観点
により、夜間利用に際しての使用料（電気料及び消耗品
費）を設定した。

地球温暖化対策推進計画
の策定

長期間未整備である都市計画公園・緑地について、環境
審議会の答申を踏まえ見直し方針を策定する。

予算の内容事業名・項目

地球温暖化対策を着実に進めるとともに、関係法令の改
正に対応するため、現在の「地域推進計画」、「新エネル
ギービジョン」、「エコオフィス計画」及び「ヒートアイ
ランド対策の基本的な考え方」を統合し、新たな地球温暖
化対策推進計画を策定する。

　改革の成果が、いつまでも川崎に住み続けたいと市民が思える環境の形成に結びつくととも
に、投資することによって、長期にわたり広い範囲で相乗的に波及するような効果を発現でき
ることを基本的な事業選択の考え方とします。
　また、民間活力の積極的な活用や協働によるまちづくりを推進することによって効率的に事
業目的の達成を目指すとともに、計画的な都市基盤整備を推進するため、適切な事業計画の見
直しなどを図ります。
　さらに、施設や設備等の老朽化に伴う更新需要の増加がある一方で投資額に限界があること
から、適切な維持補修等の実施による長寿命化の推進、既存ストックの有効活用、施設の複合
化を推進し、限られた財源を最大限に活用しながら効率的で効果的な都市基盤・施設整備を
行っていきます。

項目 見直しの内容

がん検診自己負担額の
見直し

市内医療機関において特定健診と同時に受診できる利便
性の高い検診事業を実施するとともに、平成20年度から受
益者負担の適正化の観点から自己負担額を見直し、無料対
象年齢を65歳以上から70歳以上に引き上げた。

都市計画公園・緑地の
見直し

道路計画調査事業

環境基本計画の改定
社会状況の変化や地球温暖化対策の進展等に対応するた
め、本市の環境行政の基本指針である「環境基本計画」を
改定する。

都市計画道路網のあり方
検討調査事業
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(単位　千円)
22予算額

3,493

5,033,730

2,908,000

1,042,000

②　効率的な整備・運営手法の導入
(単位　千円)
22予算額

2,479,425

1,522,130

③　適切かつ効果的な維持補修による長寿命化の推進
(単位　千円)
22予算額

9,000

1,750,898

2,157,043

326,496

第２次ストック総合活用計画について、既存ストックの
修繕履歴を整備した上で、建替、耐震化、改善、修繕の実
施時期や内容を見直し、公営住宅ストックの効率的かつ円
滑な更新と長寿命化のための改定を行う。

将来の水需要予測に基づき、安定給水を確保した上で給
水能力の見直しを行うことを主軸とし、浄水場の機能集約
等を行い適正な事業規模に見直すことにより、健全な経営
基盤の確立を目指す。

予算の内容

管きょ、水処理センター・ポンプ場施設の再整備・再構
築について、優先順位、必要性、費用対効果等を十分に検
証し、計画的に実施する。

予算の内容

ＰＦＩ手法の活用により、多摩区にスポーツセンターを
整備し、効率的な運営管理を行う。

予算の内容

平成23年１月からのミックスペーパー分別収集全市拡大
及びその他プラスチックの分別収集に向け、資源化処理施
設（中間処理施設）を合築により建設し、建設後は民間委
託により効率的な管理運営を行う。

将来の契約水量予測に基づき、安定給水を確保した上で
給水能力の見直しを行うことを主軸とし、適正な事業規模
に見直すことにより、健全な経営基盤の確立を目指す。

安全性や緊急性に配慮して、計画的に剪定や刈込を行う
とともに、街路樹診断に基づき劣化状況を把握することに
より、適正に維持管理を行う。

事業名・項目

事業名

浮島処理センター
基幹的施設整備事業

公共建築物の長寿命化
対策

街路樹維持管理事業

公園施設を安全かつ快適に利用できるよう、効率性等に
配慮しながら計画的な維持補修を行い、施設の長寿命化を
図る。

稼動後14年が経過していることから、計画的に基幹的施
設整備を実施することにより、老朽化が進んでいる施設の
機能回復及び延命化を図る。

公共建築物の長寿命化と補修費用の縮減及び平準化を図
るため、対象施設の調査を実施するとともに、大規模施設
の修繕、保全計画を策定する。

工業用水道事業の再構築
に伴う施設整備
（工業用水道事業会計）

下水道施設の再整備・
再構築
（下水道事業会計）

公営住宅ストック
総合活用計画改定調査

水道事業の再構築に伴う
施設整備
（水道事業会計）

事業名・項目

多摩スポーツセンター
建設事業

ミックスペーパー・
その他プラスチック
資源化処理施設の
整備及び運営

公園施設維持管理事業
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(単位　千円)
22予算額

3,746,349

45,000

301,939

33,910

2,723,002

659,115

1,495,767

2,220,000

162,459

④　既存ストックの有効活用や複合化
(単位　千円)
22予算額

443,625

511,846

65,810

11,262

「河川大規模補修計画」に基づき、安全性に配慮した河
川施設の長寿命化を推進する。

「長寿命化修繕計画」を策定し、安全性や緊急性に配慮
した適切かつ効果的な維持補修による長寿命化を推進す
る。

安全性や緊急性に配慮した適切かつ効果的な維持補修を
行うことにより、道路施設の適切な維持管理を推進する。

管きょ、水処理センター・ポンプ場施設の維持管理・修
繕工事を計画的かつ効果的に実施し、安定した機能確保を
図るとともに施設の長寿命化を図る。

川崎市公営住宅ストック総合活用計画に基づき、外壁等
改修を計画的に行うことにより、良質なストックとして再
生する。また、地上デジタル放送受信設備改修等を行う。

市営住宅等の耐震性確保に向け、基本・実施設計、耐震
改修を行う。

港湾施設維持管理計画を引き続き策定し、効率的かつ効
果的な維持補修や予防保全を実施して、港湾施設の機能維
持を図るとともに、積極的な長寿命化の取組を行う。

高齢者のふれあいと生きがいの場である老人いこいの家
において、地域における介護予防拠点としての機能強化を
図り、介護予防普及啓発事業等を実施する。

予算の内容

浄水場、管路等の維持管理・修理工事を計画的かつ効果
的に実施し、工業用水の安定給水を確保するとともに施設
の長寿命化を図る。

浄水場、管路等の維持管理・修理工事を計画的かつ効果
的に実施し、良質な水の安全・安定給水を確保するととも
に施設の長寿命化を図る。

市民活動や生涯学習などの拠点として学校教育施設を利
用できるよう、校庭、体育館等の有効活用を図る。

臨港消防署を改築するにあたり、建設工事等を行うとと
もに、仮設庁舎として旧建設技術センターを活用する。

臨港消防署改築事業

学校施設有効活用事業

地域における市民の読書活動を支援するため、地域住民
への蔵書の貸出を含めた学校図書館の有効活用を図る。

事業名・項目 予算の内容

学校図書館有効活用事業

港湾施設維持管理計画
事業

適切な道路維持補修の
推進

河川維持補修事業

事業名

公営住宅改善事業

下水道施設の維持・
修繕事業
（下水道事業会計）

市営住宅等耐震化事業

工業用水道施設の
維持・修繕事業
（工業用水道事業会計）

水道施設の維持・
修繕事業
（水道事業会計）

橋りょうアセット
マネジメント事業

老人いこいの家の
介護予防拠点としての
機能強化
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(単位　千円)
22予算額

129,186

53,094

⑤　総合的土地対策の推進

77ページ参照

事業名・項目 予算の内容

聾学校内に養護学校の分教室を設置し、養護学校の生徒
の増加に対応するとともに聾学校の機能向上を図る。

学校の統廃合により学校としての役割を終えた旧河原町
小学校、旧白山小学校、旧白山中学校の施設等の有効活用
を図る。

聾学校整備及び養護学校
分教室整備事業（再掲）

学校跡地の有効活用

コスト削減奨励制度-改革は現場から-

　行財政改革の推進に向けた組織や職員の意識改革と効率的な予算執行を図るために、予算執行の際の工夫や新た
な財源確保により節減できた一般財源の１／２の額を、翌年度、節減の取組を実践した担当組織の判断で使えるこ
ととする制度です。
　提案の採否においては、現場の担当職員等の取組を重視することとして、金額の多寡よりも創意工夫による見直
しの姿勢を評価することとしています。
　平成21年度予算の執行段階でのコスト削減の取組として、７件、１０，０４０千円の節減につながる提案があ
りましたので、平成22年度予算においては、総額で４，９６６千円の財源の配分をし、各現場の担当組織、職員
の判断により市民サービスのために活用することとしました。

予算編成における行財政改革の取組

国の公益法人等に対する負担金の見直し

　負担金については、本市の行政を補完するなどの重要な役割を担っている団体に対して、本市が会員として参加
するために年会費等を支出しているものや、市が行うべき事務を広域的に実施した方がより効率的・効果的な場合
などに、その事業を行う法人に対し費用の一部を負担するもの等があります。
　本市では、これまでにも、必要性等を考慮した上で負担金を支出しているところですが、平成22年度予算編成
の中で、改めて、団体に加入することの意義、効果及びメリット等について十分な検証を行いました。

　　　　Ｈ21予算額　146,525千円　⇒　Ｈ22予算額　128,316千円（対Ｈ21予算△18,209千円）
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◎多様な政策課題に対応する行政体制の確立

(1)　効率的・効果的な行政体制の確立
①　政策課題に対応する執行体制の整備

(単位　千円)
22予算額

116,302

568,846

517,131

②　簡素で効率的な執行体制の構築
ア　効率的な執行体制の構築

(単位　千円)
予算への反映の考え方 効果額

予算定数148人削減

（うち一般会計103人削減）

(単位　千円)
22予算額

875

98,338

32,979

地球温暖化対策推進条例の施行に対応するとともに、総
合的な地球温暖化対策を着実に進めるため、地球環境推進
室の体制を強化し、地球温暖化対策地域推進計画の改定、
中小企業向け省エネルギー診断の実施、環境総合研究所の
設備等の設計等、新たな課題に対応する。

仮称市税事務所の開設に向け、市税システムの改修や、
事務所設計等を実施する。

予算の内容

　市民協働による地域課題の解決への取組など、魅力ある地域社会の実現に向けたまちづくり
のため、より効果的な施策実現を目指し、組織体制の再編整備・機能強化を図るとともに、第
２期実行計画及び新改革プランの着実な推進に向けた、柔軟で機動的かつ責任体制を明確にし
た執行体制を確立するための組織整備を進めます。
　これと同時に、的確な公共サービス提供体制を一層強固なものにするため、職員の能力を最
大限に活かすよう人事・給与制度改革等のさらなる推進を図ります。

市民ミュージアム、岡本太郎美術館及び大山街道ふるさ
と館の管理運営を教育委員会から市長事務部局へ移管し、
市民が主体となって行われる文化・芸術施策と、市民が文
化・芸術とふれあう場の提供に関する施策を総合的に推進
する。

バリアフリー化を推進するために増加するエレベーター
やエスカレーター等の道路関連施設について、各区道路公
園センターと建設緑政局とで明確に役割を分担し、効率的
な運用体制を構築しつつ、維持補修や保守点検の管理を一
元的に行う。

カラスやハクビシンなどの有害鳥獣による生活被害に関
する窓口を平成20年度から動物愛護センターに一本化し、
手続の時間を短縮するなど事務を迅速かつ効率的に執行す
る。

予算の内容

３年間で約1,000人削
減（平均333人/年）

プランの考え方

470,000

文書集配業務の見直し
業務の効率的な執行とセキュリティの向上を図るため、
非常勤職員により実施していた逓送便業務の委託化を実施
し、事業所等への集配範囲の拡大を図る。

エレベーター等の
維持管理業務の見直し

市民ミュージアム・岡本
太郎美術館・大山街道ふ
るさと館の管理運営

職員数

有害鳥獣対策業務の
見直し

事業名・項目

項目

地球環境に配慮した
環境対策に向けた
体制の整備

事業名・項目

仮称市税事務所の整備
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イ　ＩＴ技術の活用等
(単位　千円)
22予算額

18,868

254,584

29,036

39,270

282,108

ウ　非常勤職員の活用等
(単位　千円)
22予算額

122,817

56,175

2,675

13,375

これまで紙ベースで管理していた公共工事の各段階の情
報について、電子化して関係者間で情報を共有化し、維持
管理を効率化しながら市民サービスの向上を図るため、シ
ステム整備を進める。

インターネット等で申請手続を行うことを可能とする電
子申請や行政サービス端末による証明書発行など、市民に
とって利便性の高い行政サービスを提供する。
また、市民の利便性を向上するため、より多くのパソコ
ンの機種やブラウザで申請できるよう検証作業を行う。

川崎市の情報システムの信頼性、安全性、効率性を確保
するため、情報統括監理者（ＣＩＯ）の下、新規システム
の構築や既存システムの再構築・再構成等の際に、セキュ
リティ面、技術面、経費面の妥当性等の評価を行うととも
に、サーバの統合、集中管理化等、システム全体の最適化
を推進する。さらに、市民や企業が電子行政サービスを安
心して利用できるよう、情報セキュリティの管理・監査を
行い、個人情報等の保護を図る。

予算の内容

予算の内容

「国民健康保険ハイアップシステム」の活用により、複
雑化する医療給付事務や、増大する保険料収納事務を効率
的に執行する。

焼却灰運搬業務執行体制
の見直し

し尿処理・圧送業務
執行体制の見直し

加瀬クリーンセンターの廃棄物中継輸送業務について、
退職動向等にあわせて非常勤職員を配置し、効率的に業務
を執行する。

入江崎クリーンセンターのし尿処理・圧送業務につい
て、退職動向等に合わせて非常勤嘱託職員を配置し、効率
的に業務を執行する。

証明書交付窓口業務
効率化事業

処理センターの焼却灰運搬業務について、退職動向等に
合わせて非常勤嘱託職員を配置し、効率的に業務を執行す
る。

平成21年度に、区役所、支所、出張所における証明書発
行業務を非常勤化し、執行体制の効率化を図った。平成22
年度も引き続き45人の非常勤嘱託職員を配置する。

事業名・項目

廃棄物中継輸送業務執行
体制の見直し

ＣＡＬＳ／ＥＣ
システム整備推進事業

事業名・項目

図書館ＩＴ化推進事業
情報処理速度の向上による貸出処理や蔵書点検作業の迅
速化をめざし、蔵書へのＩＣタグの貼付を行う。

システム管理経費
（国民健康保険事業会計）

情報統括監理推進事業

電子申請システム
運用管理事業
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(単位　千円)
22予算額

5,350

308,239

③　民間部門を担い手とする公共サービスへの転換
(単位　千円)
22予算額

852,061

596,137

144,690

169,736

8,109

60,180

1,117,612

916,973

62,840

乗務員の退職動向等にあわせて、公募嘱託乗務員等の活
用を図る。

浮島埋立事業所の廃棄物海面埋立業務について、退職動
向等にあわせて非常勤職員を配置し、効率的に業務を執行
する。

市内の公立保育園の給食調理業務を民間事業者に委託
し、民間活用型公共サービスへの転換を図りながら、効率
的に給食を提供する。平成22年度は新たに５園を委託し、
33園で実施する。

家庭から排出される小物金属の収集業務を平成22年度か
ら民間事業者への委託により実施する。

　街頭での消費者啓発業務等を民間事業者への委託により
実施する。

予算の内容

事業名・項目

市内の公立小学校等の給食調理業務を民間事業者に委託
し、民間活用型公共サービスへの転換を図りながら、効率
的に給食を提供する（33校で実施）。

保育園調理業務委託事業

小学校等給食調理業務
委託

廃棄物海面埋立業務執行
体制の見直し

消費者啓発事業

事業名・項目

川崎市バス公募嘱託職員
等の活用
（自動車運送事業会計）

地域療育センターの
整備、運営の民営化の
推進

予算の内容

公共建築物施設工事
設計監理等事務経費

区役所管理運営費

下水処理施設等の
運転管理業務等の委託化
（下水道事業会計）

平成22年度から加瀬処理区の一部のポンプ場等の運転管
理業務について、民間委託化を実施する。

公共施設の整備・保全業務の設計、工事監理について、
委託化を図る。

区役所庁舎総合案内業務及び警備業務を民間事業者に委
託し、効率的な庁舎管理を行う。平成22年度は新たに高津
区役所において委託し、５区役所で実施する。

粗大ごみ処理業務
家庭から排出される粗大ごみ及び小物金属の処理業務を
民間事業者への委託により実施する。

小物金属収集運搬事業

平成22年度に宮前区平に開設する西部地域療育センター
（民設民営）の運営費を補助する。
また、中原区井田のリハビリテーション福祉・医療セン
ター再編整備にあわせて、平成23年度に開設する中部地域
療育センター（指定管理）の開設準備等を委託する。さら
に、南部地域療育センター（指定管理予定）については、
川崎区日進町の福祉センター再編整備にあわせて、基本・
実施設計を行う。
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(単位　千円)
22予算額

124,931

④　公の施設等の効率的な管理運営
(単位　千円)
22予算額

174,616

127,775

56,246

263,960

967,795

47,580

⑤　協働による課題解決に向けたしくみの構築

区役所ごとに取り組んでいる「協働推進事業」は89ページを参照
(単位　千円)
22予算額

806

生田緑地の維持管理水準の向上及び効果的・効率的な管
理運営に向けて、旧北部公園事務所を拠点として、緑地維
持管理を民間事業者への委託により実施するとともに、緑
地内博物館等施設の予算の一部について統一的な執行を行
う。
また、生田緑地の価値と魅力の向上に向けて、総合的な
視点から新たな管理運営体制の構築に向けた調査・検討を
行うとともに、新たな管理運営体制と連携した来訪者向け
サービス提供施設・設備の検討を行う。

運行の効率化を図るとともに、新たな輸送需要に対応するた
め、井田営業所及び仮称菅生出張所の委託の準備を行う。
平成22年度は、仮称菅生出張所で行う委託業務の引き継ぎ
を実施する。

予算の内容

地域コミュニティの活性化に向けた仕組みづくりや必要
な取組について、「都市型コミュニティ検討委員会」にお
いて検討し、まとめた最終報告書を受けて、ガイドライン
を作成する。

予算の内容

保育所の民営化による
保育需要への対応
（再掲）

恵楽園の運営

生田緑地及び同緑地内
博物館等施設の管理運営

事業名・項目

指定管理者による管理運営を継続するとともに、平成23
年度以降の管理運営手法のあり方について、最適な運営主
体の選択と効率的な運営手法を検討する。

事業名・項目

都市型コミュニティ
推進事業

障害者福祉施設の運営

緑化センターの運営

指定管理者による管理運営を継続するとともに、平成23
年度以降の管理運営手法のあり方について、最適な運営主
体の選択と効率的な運営手法を検討する。

社会経済状況の変化により、入所定員の増加や保育時間
の延長等の保育需要が増大・多様化する中で、効率的で効
果的な保育所運営ができるよう、建替による新設により、
民営化を推進する。

中原区の老人福祉センターとして、平成21年度から指定管
理者制度を活用して民営化を図るとともに、高齢者の健康
増進や生涯学習等のサービスを総合的に提供する。

営業所等の管理委託
（自動車運送事業会計）

事業名・項目

長寿荘の管理運営手法の
見直し
（再掲）

都市緑化植物園である緑化センターについて、緑の普及
啓発など都市緑化推進の場として管理運営を行い、平成22
年度から指定管理者制度を導入する。

予算の内容
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(単位　千円)
22予算額

216

21,450

74,472

47,562

10,560

2,287

5,471

635

2,376

19,667

34,858

新たにコミュニティビジネスで起業したい人に向けた相談・
マッチング事業や、先輩起業家との交流会等の実施により、地
域の課題を解決するコミュニティビジネスを育て、市民の生活向
上と地域の活性化を推進する。

街区公園等の身近な公園緑地について、地域住民との協
働による維持管理を進めるため、管理運営協議会による地
元管理を推進する。

音楽を中心とした芸術や市民文化の創造を通じ、活力あ
る地域社会の実現や新たな産業機会の創出など、幅広い効
果をもたらす「音楽のまちづくり」を、民間活力を活用し
て推進する。

中間支援組織である（財）かわさき市民活動センターが
実施主体となり、市民活動団体の事業に助成金を交付する
ものであり、審査にあたっては、引き続き公開プレゼン
テーションの実施や審査基準の明確化などにより透明性・
公平性を確保する。今後も審査方法等の充実を図り、市民
活動団体の自立や活性化を促進する。

平成20年２月に策定した協働型事業のルールについて、
説明会の開催等により周知を行い協働型事業の拡充を図
り、市民自治を推進する。

小杉駅周辺地区
エリアマネジメント
推進事業

保護者や地域住民が教職員と一体となって学校運営に取
り組むコミュニティ・スクール（８校）の取組成果を他の
学校へ波及させることなどにより、学校・家庭・地域社会
が連携し、よりよい教育の実現に向けた取組を推進する。

学校施設地域管理事業
学校施設の有効活用を一層推進し、特別教室等を整備開
放することで地域主体の管理体制の整備を推進する。

事業名・項目

コミュニティビジネス振興
事業

音楽のまちづくり推進
事業

身近な公園育成事業

協働のルール事業

市民活動育成推進事業

地区まちづくり推進
事業

都市計画マスタープラン
策定事業

学校運営協議会制度
推進事業

商業振興ビジョン推進事業

予算の内容

　都市計画マスタープラン全体構想及び７区の区別構想の
計画的な進行管理・誘導・見直し等を行うと共に、まちづ
くり推進地域別構想の策定を支援する。

商業振興ビジョンのリーディングプロジェクトの一環として商業
集積エリアの活性化を目指す「エリアプロデュース事業」、商業
者とＮＰＯ等が連携しながら地域課題の解決を図る「地域課題
解決型コミュニティビジネス支援事業」や、同・異業種との連携
等を通して商業集積地の核となる個店の創出を目指す「魅力あ
ふれる個店創出事業」を推進する。

市民による地域特性を活かした地区ごとのまちづくり計
画の策定活動等を支援することにより、市民が主体的と
なった身近なまちづくりを推進する。

武蔵小杉駅周辺地域の課題を共有し、課題解決に向けた
対応策を検討するために、情報交換・意見集約を行い、エ
リアマネジメントの推進を図る。
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(単位　千円)
22予算額

11,020

(2)　効率的な行政経営基盤の確立
①　職員の人材育成と意識改革のさらなる推進

(単位　千円)
22予算額

12,051

11,534

2,894

2,449

8,087

2,065

②　新たな給与制度の継続的な見直しと福利厚生制度の改革
(単位　千円)

予算への反映の考え方 効果額

※｢効果額｣は一般会計の効果額

これまでの校内研究・研修のあり方を変え、継続的な授
業改善を通して、増加する新採用をはじめとする若手教員
の指導力向上を図る。

民間企業等における職務経験を有する者を対象とした採
用試験を実施し、多様かつ有能な人材の確保を図る。

人事評価制度を人材育成を効果的に進めるための主要
ツールと位置付け、新たに評価者となる職員へのフォロー
体制充実のため、係長昇任前研修での新任評価者研修プロ
グラムの実施等、拡大・充実を図り、効果的な目標達成と
職務遂行を通した人材育成を進める。

140,000

30,000特別職給与 期末手当の減　0.30月分

プランの考え方

－

－
給料表の改定率　△0.21％
期末勤勉手当の減　0.35月分

1,710,000

給料の調整額

給与改定による削減額

東北地方及び九州地方においても教員採用試験を実施
し、幅広い人材の確保に努める。

廃止に係る経過措置（段階的引下げ）
の終了

学校支援の充実を目指し「区学校支援センター」を全市
７区に設置し、ボランティアを中心とした支援ネットワー
クの構築、新たな地域人材の発掘、学校支援ボランティア
コーディネーターの育成などの取組を推進する。

廃止に向けた見直し

経験者採用試験等
実施経費

事業名・項目 予算の内容

新たな人事評価制度を
活用した人材育成事業

階層別研修では、課長補佐研修・係長昇任前研修など早
期の能力開発を行うとともに、一部に選択科目制を引き続
き導入する。特別研修では、職位に応じて法務系、スキル
アップ系等の内容の充実を図る。他の研修機関による研修
の活用も含め、効果的な研修体系を目指す。
また、各局の人材育成推進管理者と連携し、局別研修の
充実を図るとともに、人事評価制度等を活用し、より一層
効果的な人材育成を推進する。

学校支援センター事業

事業名・項目 予算の内容

授業力向上支援事業

教職員募集採用強化事業

項目

昇任選考実施経費

効果的な職員研修

　係長昇任選考対象職種の拡大を図り、能力・実績に基づ
く人材登用を推進する。
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③　出資法人の効率的な経営とあり方

④　特別会計・企業会計の健全化の推進
(単位　千円)

予算への反映の考え方 効果額

民間事業者の活用による訪問徴
収・納付案内業務等を実施し、初期
未納者対策を推進するとともに、高
額滞納者に対する滞納整理事務の強
化を図ることにより、未納額の縮減
を図る。

422,314

厚生事業、会員管理及び給付事業
の委託の拡充により一般会計繰入金
の削減を図る。

3,436

生田緑地ゴルフ場事業の経営健全
化を推進し、一般会計への繰出金を
段階的に増額することにより、生田
緑地全体の管理運営に寄与する。

50,000

川崎市下水道事業中期経営計画に
基づき、執行体制の見直し等の取組
を進め、経営の効率化を図る。

27,567

176,250

32,941

川崎市バス事業ステージアップ・
プランに基づき、経営健全化を推進
する。
また、事務事業及び執行体制の見
直しにより人件費の削減を図る。

40,726

第２次川崎市病院事業経営健全化
計画に基づき経営健全化を推進する。
また、収支の改善により、結核医
療経費等一般会計繰入金を縮減す
る。

490,067

経営の健全化に向
けた取組の推進

経営の健全化に向
けた取組の推進

経営の健全化に向
けた取組の推進

経営の健全化に向
けた取組の推進

保険料収納率の向
上に向けた取組

国民健康保険事業

勤労者福祉共済事業

病院事業

生田緑地ゴルフ場事業

出資法人改革の推進
出資法人の自立的
な経営に向けた取組
を推進する。

項目 プランの考え方 予算への反映の考え方

効率的・効果的な
事業運営に基づく生
田緑地全体の管理運
営への寄与

項目

運営形態の効率化
に向けた取組の推進

　新点検評価システムを活用し、法人の事業成
果について外部専門家によるチェックも加えて
評価し、提供したサービスの質と費用対効果の
向上を図るとともに、自立的な経営に向けて改
善を進める。
　また、公益法人制度改革に対応して、新たな
法人格を適切に取得できるよう準備を進める。

プランの考え方

工業用水道事業

川崎市水道事業及び工業用水道事
業の中長期展望、再構築計画による
経営健全化を推進する。
また、事務事業及び執行体制の見
直しにより人件費の削減を図る。

自動車運送事業

水道事業

下水道事業
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⑤　債権確保策の強化と財産有効活用の取組
ア　債権確保策強化の取組

(単位　千円)
効果額

423,575

40,000

26,456

10,629

422,314

88,143

イ　市有財産の効率的な活用

　 78ページを参照

⑥入札・契約制度改革の推進

戸別訪問等による使用料の徴収強化への取組を継続する
ことに加え、長期滞納者等に対し、面接指導及び明渡等の
法的措置を強化する。また、民間活用による退去滞納者へ
の徴収強化を継続して実施する。

督促、電話指導及び園長による納付指導を徹底するとと
もに、必要に応じて滞納処分等の法的手続により収入の確
保を図る。

民間事業者の活用による納付案内業務を実施し、初期未
納者対策を推進するとともに、滞納者に対し年４回催告書
を発送することで未納額の縮減を図る。

負担の公平性と着実な収入確保の観点から、文書及び電
話催告・訪問徴収・滞納処分等、収納対策の強化を図る。

徴収事務の安定的かつ一層の効率的運営により市税債権
の確保を図るため、本庁と区役所とが一体となって債権差
押、公売を積極的に推進する。

　平成22年度は、一定の基準価格を対象要件とすることで本格実施す
る。また、引き続き制度の見直し・整備を図り、公共工事の品質確保
を推進する。

　現在、主観評価項目を取り入れている工事・委託契約については、
今後更に拡大を図る。物品契約においては、平成21年度の検討内容を
もとに実施していく。また、引き続き新たな評価項目の設定について
検討する。

保育料

項目

介護保険料

見直しの内容

主観評価項目を取り入れ
た一般競争入札の拡大

総合評価一般競争入札の
本格実施

後期高齢者医療保険料

住宅使用料

市税

項目

入札・契約制度の検証
　平成21年度に実施した入札契約制度の検証をもとに、公契約条例の
制定を検討するなど、今日の社会経済情勢を踏まえた入札契約制度の
確立を図る。また、引き続き制度検証を実施していく。

国民健康保険料

民間事業者の活用による訪問徴収・納付案内業務等を実
施し、初期未納者対策を推進するとともに、高額滞納者に
対する滞納整理事務の強化を図ることにより、未納額の縮
減を図る。

取組の内容
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(3)　区行政改革の総合的な推進
①　区役所機能の強化と執行体制の確立

(単位　千円)
22予算額

6,273,735

1,063,506

584,745

②　便利で快適な区役所サービスの提供
(単位　千円)
22予算額

22,988

598

22,863

区における道路・公園等
の維持管理

建設センターと公園事務所の統合により、区役所に道路
公園センターを設置し、市民に身近な道路や公園を一体的
に管理することで、維持管理機能や危機管理体制を強化し
市民サービスの向上を図る。

窓口や待合スペース等を中心にフロア全体を総合的に見
直し、区役所や支所・出張所を訪れる市民がよりわかりや
すく快適に利用できる環境を創出するとともに、支所・出
張所のバリアフリー化等についても検討し、その実現に向
けた基本・実施設計を行う。

　毎月第２・第４土曜日に、区役所の転出入窓口を開設
し、市民の来庁機会を拡大するとともに、平日の来庁者数
を平準化して窓口の混雑を緩和するなど、窓口サービスの
向上を図る。

区役所が教育文化会館・市民館等の管理運営を担うこと
で、地域の学びを支援する市民館等と協働による地域課題
の解決を目指す区役所において、それぞれの市民へのアプ
ローチや役割を活かしながら、一貫性や連続性のある施策
を展開する。

地域の市民協働拠点を目指す区役所がスポーツ施設の管
理運営を担うことで、スポーツを通じた地域づくりや地域
人材を活かしたコミュニティの活性化などを図るととも
に、地域ニーズに応じたスポーツ関連施策を推進する。

　支所・出張所における地域振興・市民活動支援機能の充
実に向けた検討や整備を進めるとともに、菅行政サービス
コーナーの開設や、市内６カ所の行政サービスコーナーの
日曜日開設時間を延長する。

事業名・項目

事業名・項目 予算の内容

予算の内容

区におけるスポーツ施設
等の管理運営

区役所、支所・出張所等
の窓口サービス機能再編
の推進

区役所快適化リフォーム
事業

区における市民館等の
管理運営

区役所転出入窓口の
土曜日開設事業
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